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まえがき 

この「財政状況」は、市民のみなさんに市の財政 

状況をお知らせすることによって、市財政の実態と 

市の諸施策についてご理解をいただき、市勢の発展 
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的に公表を行っているものです。 

今回は、令和６年度下半期の財政状況及び令和７ 

年度当初予算について、その概要を説明いたします。 

※ 財政状況書は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 243条

の 3第 1項及び財政状況書の作成及び公表に関する条例（昭和

29年江津市条例第 42号）に基づき公表するものです。
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Ⅰ 令和６年度予算の状況 





１．一般会計の予算 
令和６年度一般会計予算は、３月３１日専決補正後で、第１表及び２表のとおり 

18,754,571 千円となり、令和５年度３月３１日専決補正後予算との比較では、

402,128 千円 2.2％の増となっています。 

予算配分については、「第２期江津市版総合戦略」に基づき、これまで推進して

きた人口減少対策に関する 各種施策の総仕上げと位置付けるとともに、「スマート

シティ江津推進構想」に基づくＤＸ の推進に引き続き重点をおきました。

以上のような方針により当初予算を編成した後、早急に措置が必要なものについ

て補正を行いました。 

（１）歳 出

【１０月９日専決補正予算（第４号）】 

 １０月９日専決補正予算（第４号）については、衆議院議員選挙執行経費として

20,429 千円の増額補正を行いました。 

【１１月１５日専決補正予算（第５号）】 

 １１月１５日専決補正予算（第５号）については、１１月２日に発生した大雨被

害に対する復旧費として、現年発生農業用施設災害復旧事業 2,800 千円、現年発生

林道災害復旧費 3,700 千円、現年発生農地災害復旧事業 12,502 千円、現年発生公

共土木施設災害復旧事業 40,024 千円の増額により、総額 59,026 千円の追加補正を

行いました。 

【１２月補正予算（第６号）】 

 １２月補正（第６号）については、ふるさと寄付金の寄付額増の見込みに伴う積

立金や事務費、都市下水路排水ポンプ設置工事費、西部統合小学校建設事業等、総

額 591,106 千円の増額補正を行いました。 

【１２月１８日補正予算（第７号）】 

 １２月１８日補正予算（第７号）については、給与改定に伴う人件費の計上等に

より、総額で 70,940 千円の増額補正を行いました。 

【１月１０日専決補正予算（第８号）】 

 １月１０日専決補正予算（第８号）については、住民税非課税世帯等に対する臨

時特別給付金給付事業により、総額 118,728 千円の増額補正を行いました。 

【３月補正予算（第９号）】 

 ３月補正（第９号）については、決算見込みによる事業費の減額等により、総額

520,017 千円の減額補正を行いました。 
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【３月３１日専決補正予算（第１０号）】 

 ３月３１日専決補正（第１０号）は、主に歳入の確定に伴う補正として、総額

265,198 千円の増額補正となりました。 

（２）歳 入

歳入については、市税、地方交付税、国庫支出金、市債等の確定に伴って補正を

行い、最終予算額は 18,754,571 千円となっています。 
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第 １ 表

10月9日専決 11月15日専決 12月補正 12月18日補正 1月10日専決 3月補正 3月31日専決

予算額 構成比 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額

％ ％

1 議 会 費 139,792 0.8 813 813 138,451 138,451 0.7

2 総 務 費 2,712,890 14.7 20,429 243,046 29,522 △ 62,526 375,981 606,452 3,484,485 102,372 3,586,857 18.0

3 民 生 費 5,703,230 30.9 42,464 14,974 118,728 △ 138,735 △ 37,058 373 5,722,951 42,762 5,765,713 28.9

4 衛 生 費 2,112,323 11.4 412 4,420 △ 97,749 △ 92,917 1,348,934 802,741 2,151,675 10.8

5 労 働 費 36,736 0.2 455 455 37,191 37,191 0.2

6 農 林 水 産 業 費 1,422,178 7.7 △ 79,495 3,492 △ 11,510 △ 72,985 △ 160,498 1,285,376 38,029 1,323,405 6.6

7 商 工 費 199,972 1.1 3,013 1,409 4,422 252,970 10,007 262,977 1.3

8 土 木 費 1,753,958 9.5 131,802 6,805 △ 21,955 △ 840 115,812 1,907,998 126,406 2,034,404 10.2

9 消 防 費 677,361 3.7 △ 6,288 △ 6,288 671,073 19,588 690,661 3.5

10 教 育 費 1,702,352 9.2 249,864 9,050 △ 187,126 100 71,888 1,786,152 7,294 1,793,446 9.0

11 災 害 復 旧 費 300 0.0 59,026 5,872 64,898 106,082 20,750 126,832 0.6

12 公 債 費 2,002,908 10.8 0 2,002,908 2,002,908 10.1

13 予 備 費 10,000 0.1 0 10,000 10,000 0.1

18,474,000 100.0 20,429 59,026 591,106 70,940 118,728 △ 520,017 265,198 605,410 18,754,571 1,169,949 19,924,520 100.0

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入としているため、合計とは合致しない場合があります。

構成比

（単位：千円）

令和６年度予算款別補正状況

款 別 小   計 繰越予算額

歳 出 合 計

現年予算額
6年度当初

　合計（最終）
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第 ２ 表

10月9日専決 11月15日専決 12月補正 12月18日補正 1月10日専決 3月補正 3月31日専決

予算額 構成比 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算額
％ ％

1 市 税 2,720,914 14.7 △ 22,000 △ 22,000 2,698,914 2,698,914 13.5

2 地 方 譲 与 税 171,100 0.9 7,021 7,021 178,121 178,121 0.9

3 利 子 割 交 付 金 2,000 0.0 128 128 2,128 2,128 0.0

4 配 当 割 交 付 金 10,000 0.1 6,768 6,768 16,768 16,768 0.1

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 10,000 0.1 10,960 10,960 20,960 20,960 0.1

6 法 人 事 業 税 交 付 金 45,000 0.2 5,605 5,605 50,605 50,605 0.3

7 地 方 消 費 税 交 付 金 530,000 2.9 29,373 29,373 559,373 559,373 2.8

8 環 境 性 能 割 交 付 金 9,000 0.0 1,843 1,843 10,843 10,843 0.1

9 地 方 特 例 交 付 金 13,000 0.1 88,282 88,282 101,282 101,282 0.5

10 地 方 交 付 税 6,160,000 33.3 30,457 42,323 70,940 257,031 405,735 806,486 6,966,486 6,966,486 35.0

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 2,000 0.0 0 2,000 2,000 0.0

12 分 担 金 及 び 負 担 金 105,358 0.6 3,000 △ 3,784 △ 784 107,464 107,464 0.5

13 使 用 料 及 び 手 数 料 208,322 1.1 522 550 1,072 209,394 209,394 1.1

14 国 庫 支 出 金 2,367,601 12.8 4,669 45,617 118,726 △ 52,218 △ 18,599 98,195 2,585,011 192,444 2,777,455 13.9

15 県 支 出 金 1,401,440 7.6 20,423 5,000 △ 84,564 △ 38,977 △ 12,724 △ 110,842 1,297,560 11,394 1,308,954 6.6

16 財 産 収 入 15,630 0.1 435 930 1,365 16,995 16,995 0.1

17 寄 付 金 403,500 2.2 201,055 5,200 △ 141,694 64,561 482,521 482,521 2.4

18 繰 入 金 1,380,497 7.5 △ 535,146 △ 1,700 △ 536,846 471,581 471,581 2.4

19 繰 越 金 10,000 0.1 0 604,837 97,911 702,748 3.5

20 諸 収 入 543,138 2.9 6 118 2 61,623 61,749 687,954 687,954 3.5

21 市 債 2,365,500 12.8 15,900 385,600 △ 193,226 △ 115,800 92,474 1,683,774 868,200 2,551,974 12.8

22 自 動 車 取 得 税 交 付 金 0.0 0 0 0 0.0

18,474,000 100.0 20,429 59,026 591,106 70,940 118,728 △ 520,017 265,198 605,410 18,754,571 1,169,949 19,924,520 100.0

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入としているため、合計とは合致しない場合があります。

令和６年度歳入予算款別補正状況

歳 入 合 計

合計(最終） 構成比

（単位：千円）

款 別 小   計 繰越予算額
6年度当初

現年予算額
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２．一般会計予算の執行状況

第 ３ 表

予算現額 収入済額 収入割合 予算現額 支出済額 支出割合

％ ％

1 市 税 2,698,914 2,670,183 98.9 1 議 会 費 138,451 133,967 96.8

2 地 方 譲 与 税 178,121 178,121 100.0 2 総 務 費 3,586,857 2,040,149 56.9

3 利子割交付金 2,128 2,128 100.0 3 民 生 費 5,765,713 5,006,110 86.8

4 配当割交付金 16,768 16,768 100.0 4 衛 生 費 2,151,675 1,926,202 89.5

5
株 式 等 譲 渡
所得割交付金

20,960 20,960 100.0 5 労 働 費 37,191 35,915 96.6

6
法 人 事 業 税
交 付 金

50,605 50,605 100.0 6 農林水産業費 1,323,405 616,398 46.6

7
地 方 消 費 税
交 付 金

559,373 559,373 100.0 7 商 工 費 262,977 236,145 89.8

8
環 境 性 能 割
交 付 金

10,843 10,843 100.0 8 土 木 費 2,039,617 1,341,433 65.8

9
地 方 特 例
交 付 金

101,282 101,282 100.0 9 消 防 費 690,661 612,221 88.6

10 地 方 交 付 税 6,966,486 6,966,486 100.0 10 教 育 費 1,793,446 1,365,403 76.1

11
交通安全対策
特 別 交 付 金

2,000 1,539 77.0 11 災 害 復 旧 費 126,832 66,643 52.5

12
分 担 金 及 び
負 担 金

107,464 71,841 66.9 12 公 債 費 2,002,908 1,998,685 99.8

13
使 用 料 及 び
手 数 料

209,394 193,496 92.4 13 予 備 費 4,787 0 0.0

14 国 庫 支 出 金 2,777,455 2,247,181 80.9

15 県 支 出 金 1,308,954 996,893 76.2

16 財 産 収 入 16,995 14,849 87.4

17 寄 付 金 482,521 465,480 96.5

18 繰 入 金 471,581 0 0.0

19 繰 越 金 702,748 702,748 100.0

20 諸 収 入 687,954 321,165 46.7

21 市 債 2,551,974 942,100 36.9

19,924,520 16,534,041 83.0 19,924,520 15,379,271 77.2

　令和６年度一般会計予算の３月３１日現在の執行状況は、第３表のとおりです。このうち

歳入歳出とも予算現額に対して執行率の低いものは、令和７年度に繰り越して執行されるも

の及び出納閉鎖期限の５月末までに整理されるものです。

令和６年度一般会計予算執行状況

（単位：千円）

合 計

款 別

歳 入 歳 出

款 別

合 計
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３．特別会計予算の執行状況

金　　額 収入割合 金　　額 支出割合
% %

3,084,528 2,620,782 85.0 2,775,641 90.0

1,627 297 18.3 1,223 75.2

871,350 486,548 55.8 843,440 96.8

3,957,505 3,107,627 78.5 3,620,304 91.5

千円 千円

市民税

固定資産税

市たばこ税

その他の税

　令和６年度特別会計予算の３月３１日現在の執行状況は、第４表のとおりです。特別会計に

ついても執行率の低いものは、令和７年度に繰り越して執行されるもの及び出納閉鎖期限の５

月末までに整理されるものです。

国民健康保険事業

国民健康保険診療所事業

令和６年度特別会計予算執行状況第 ４ 表
（単位：千円）

会　　計　　名 予算現額

令和５年度

第 ５ 表

支出済額

令和６年度

後期高齢者医療事業

４．市民負担の状況

収入済額

　市の財政は、市民の直接、間接の負担によってまかなわれていますが、このうち直接の負担
となるものは、市税、分担金、使用料手数料等です。このうち市税の状況は、第５表のとおり
です。

合 計

市民負担の状況

129,987円

144,845

13.5%

1,030,854

2,790,038

90,317

14.7%

1,524,022

歳入全体に対する割合

区分

128,661円

998,502

市民１人当たりの市税負担額

予算額（千円）

146,503

92,864

内訳
1,461,045

2,698,914
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５．市債（長期借入金）及び一時借入金の状況

（１)市債（長期借入金）

第 ６ 表 市　債　額

（ 一 般 会 計 ） （単位：千円）
区 分 予算現額

公 共 事 業 等 債 13,700 落石対策事業 13,700 （内繰越分　8,800）

災 害 復 旧 事 業 債 62,100 現年発生農業用施設災害復旧事業 2,300 （内繰越分　2,200)

現年発生公共土木施設災害復旧事業 55,400 （内繰越分　11,000）

現年発生農地災害復旧事業 1,900

現年発生林道災害復旧事業 2,500

教育・福祉施設等整備事業債 100,400 農地耕作条件改善事業 16,900 （内繰越分　1,400）

(一般補助施設整備等事業債） 防災集団移転促進事業 83,500 （内繰越分　200）

一 般 単 独 事 業 債 110,400 災害関連緊急治山事業 11,900

公共施設等適正管理推進事業 10,100
緊急自然災害防止対策事業債 緊急浚渫推進事業 10,000
緊急防災・減災事業債 急傾斜地崩壊対策事業 800
緊急浚渫推進事業債 防災施設整備事業 3,000 （内繰越分　3,000）
公共施設等適正管理推進事業債 消火栓整備事業 5,600

遠隔操作排水ポンプ設置事業 69,000

辺 地 対 策 事 業 債 33,400 有福温泉公衆浴場整備事業 1,900

リサイクル推進施設整備事業 3,000

林業専用道開設事業 25,600

橋梁長寿命化事業 2,900

過 疎 対 策 事 業 債 2,209,900 過疎対策事業（ソフト） 99,500

市民センター整備事業 2,800

地域コミュニティ交流センター整備事業 3,300

生活交通バス整備事業 9,800

江津ひと・まちプラザ整備事業 4,200

高齢者生活福祉センター事業 2,300

保育所等整備事業 74,000

地域医療支援対策事業 100,000 （内繰越分　100,000）
エコクリーンセンター整備事業
(浜田地区広域行政組合負担金)

692,600 （内繰越分　692,600）

汚泥共同処理施設周辺整備事業 14,700

不燃物処理場整備事業 45,500 （内繰越分　7,000）

農道整備事業 12,300

ライスセンター再編整備事業 393,300

地場産業振興センター改修事業 5,700 （内繰越分　5,700）

風の国施設整備事業 2,800

公共施設等適正管理推進事業 34,900 （内繰越分　1,200）

市道敬川試験場線側溝改良事業 20,900 （内繰越分　2,000）

橋梁長寿命化事業 38,600 （内繰越分　16,100）

通学路整備事業 64,200 （内繰越分　300）

公園長寿命化事業 23,800 （内繰越分　9,500）

東高浜市街地整備事業 37,600

石見海浜公園整備事業(県営) 11,200

防災集団移転促進事業 75,900

中央公園整備事業 25,200

大規模改修事業(小学校) 92,300

学校建設事業 267,500

大規模改修事業(中学校) 47,000 （内繰越分　7,200）

学校給食費 8,000

臨 時 財 政 対 策 債 22,074

計 2,551,974

　市債は、建設事業や災害復旧事業など適債事業の財源とするための長期借入金で、令和
６年度の予算現額は第６表のとおりです。

内 容
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（２）一時借入金

第 ７ 表

借入先 件数 年利率 件数 金額

0

0 0

６．債務負担行為の状況

第 ８ 表
（単位：千円）

返　　済

0

債務負担行為　（新規分）

金額

限度額事　　項 期　　間

計

　債務負担行為は、市が将来財政負担をすることになるものについて、各事項ごとに期間と

限度額を定めるもので、その内容には将来の財政負担がすでに決まっているものと損失が生

じた場合に定めた限度額の範囲内で補償するものとがあります。１０月９日専決以降におけ

る債務負担行為は第８表のとおりであり、新たな債務負担行為は行っていません。

（一般会計）

　一時借入金は、予算に定められた歳出予算を執行するうえで、一時的に現金の不足を生じ

たときに短期間の借入を行って支出するもので、令和６年度中の一時借入金の状況は第７表

のとおりであり、借り入れは行っていません。

借 入月
別

（単位：千円or％）

借入残高

一時借入金の状況

一時借入なし

債務負担行為 （新規分）なし
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７．繰越明許費等

第 ９ 表
（一般会計） （単位：千円）

款 項 事　 　業　 　名 限度額

普 通 財 産 管 理 費 7,907

D X 推 進 事 業 5,505

3.戸籍住民基本台帳費 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 7,020

3.民生費 1.社会福祉費 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業 118,728

農 地 費 6,000

ラ イ ス セ ン タ ー 再 編 整 備 事 業 492,000

人 ・ 農 地 ビ ジ ョ ン 推 進 事 業 8,354

農 林 水 産 物 直 売 所 支 援 事 業 3,000

農 地 有 効 利 用 支 援 事 業 3,267

農 地 耕 作 条 件 改 善 事 業 55,200

計 画 策 定 等 事 業 8,858

都 野 津 畑 地 潅 漑 水 路 撤 去 事 業 30,949

2.林業費 林 業 専 用 道 開 設 事 業 45,000

7.商工費 1.商工費 観 光 費 3,200

道 路 維 持 補 修 事 業 22,000

市 道 敬 川 試 験 場 線 側 溝 改 良 事 業 15,000

橋 梁 長 寿 命 化 事 業 11,000

通 学 路 整 備 事 業 103,000

地 域 景 観 形 成 促 進 事 業 5,500

景 観 改 善 推 進 事 業 1,877

都 市 公 園 管 理 事 業 10,710

公 園 施 設 長 寿 命 化 事 業 2,400

都 市 下 水 路 管 理 費 80,000

狭 あ い 道 路 拡 幅 整 備 事 業 10,000

住 環 境 整 備 事 業 4,703

防 災 集 団 移 転 促 進 事 業 204,148

6.住宅費 住 宅 管 理 事 業 12,705

10.教育費 2.小学校費 西 部 統 合 小 学 校 建 設 事 業 231,943

現 年 発 生 農 業 用 施 設 災 害 復 旧 事 業 2,000

現 年 発 生 林 道 災 害 復 旧 事 業 4,000

現 年 発 生 農 地 災 害 復 旧 事 業 13,345

2.公共土木施設災害復旧費 現 年 発 生 公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 55,000

6.農林水産業費
1.農業費

2.道路橋梁費

11.災害復旧費
1.農林水産業施設災害復旧費

8.土木費

5.都市計画費

　一般会計において、令和６年度予算を令和７年度に繰越して使用するための繰越明許費として第９表のとお
り計上しています。

 繰 越 明 許 費

2.総務費
1.総務管理費
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Ⅱ 令和７年度当初予算の概要 





１．予算編成の方針 

（１）令和７年度地方財政対策の概要

 国は、『経済財政運営と改革の基本方針 2024（令和６年６月 21 日閣議決定）』に

おいて、「我が国経済は、デフレから完全に脱却し、成長型の経済を実現させる千載

一遇の歴史的チャンスを迎えている。」と位置付け、新たな経済ステージへと移行さ

せていくために、物価上昇を上回る所得増加の定着や戦略的な投資による生産性の

向上により、国民が豊かさと幸せを実感できる持続可能な経済社会を実現していく

としている。中長期的には「経済・財政新生計画」を掲げ、経済あっての財政との

考え方のもと、生産性向上、労働参加拡大、出生率の向上を通じた潜在成長率の引

き上げと社会課題の解決に重点を置き、経済財政運営に取り組むとした。 

 こうした状況を踏まえ、地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額に

ついては、令和６年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保

することとされ、総務省の概算要求の中で、地方交付税については約 19.0 兆円（対

前年比+3,083 億円、+1.7％）の要求となっている。 

一方、島根県では、「第２期中期財政運営方針」（令和７年度～令和１１年度）の

中で、義務的経費の大半に自主財源が充てられている現状や、労務費や物価の上昇

に伴う行政経費の増加等から、財政状況は依然として厳しい状況にあるとし、毎年

度財源不足が生じる見通しを立てている。このため、スクラップ・アンド・ビルド

の徹底や行政の効率化・最適化の推進等の取組を継続することにより、島根創生を

推進するための事業費の確保と健全な財政運営の両立に取り組むとしている。 

（２）本市の行財政状況

令和５年度普通会計決算において、「財政健全化判断比率」の４指標はいずれも基

準内数値となっており、現在抱える負債の大きさを示す将来負担比率は 53.6％（前

年比 14.4 ポイント減）となるなど一定の改善は見られるものの、類似団体と比較し

ても依然高い水準にある。また、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は 96.2％（前

年比 3.5 ポイント増）となり、硬直的な財政状況が続いている。 

 こうしたなか、「第６次江津市総合振興計画後期基本計画」及び「第３期江津市版

総合戦略」の策定時期を迎えている。これまで取り組んできた人口減少対策を始め

とする各種施策の総括を行うとともに、新たな時代の潮流に対応するための見直し

を行い、令和８年度までを期間とする「第６次行財政改革（スマートシティ江津推

進構想）」に基づく取り組みと合わせ、持続可能な市政運営を実現していかなければ

ならない。 
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（３）令和７年度予算編成について

令和７年度においては、本市の特性や地域資源を活かした協働のまちづくりを推

進していくという「江津市総合振興計画」の趣旨のもと、最重要課題である人口減

少対策を推進するために必要な施策、また、「スマートシティ江津推進構想」に基づ

くＤＸの推進に引き続き重点を置くものとする。 

なお、予算要求における基本的な考え方は、次のとおりとする。 

① 年間の総合予算を要求すること。

② 多額の不用額が生じないよう事業費を精査すること。

③ 歳入を適正に確保し、必要に応じて「ふるさと寄付金」を有効に活用すること。

④ 既存事業の点検を行い、事業の統廃合や業務効率化による省力化等を検討し

たうえで要求すること。

⑤ 新規事業については、企画会議等による詳細な検討後、中長期的に必要となる

歳出一般財源総額の推移を踏まえて予算要求を行うこと。

歳入、歳出の主なものは、次のとおりです。 
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①歳入について

（単位　千円or％）

令和７年度 令和６年度 比較増減 増減率％

当初予算額 当初予算額 増減額 伸率

市　税 2,824,141 2,720,914 103,227 3.8

地方譲与税 170,000 171,100 △ 1,100 △ 0.6

利子割・配当割
株式譲渡所得割交付金

22,000 22,000 0 0.0

法人事業税交付金 45,000 45,000 0 0.0

地方消費税交付金 530,000 530,000 0 0.0

環境性能割交付金 9,000 9,000 0 0.0

地方特例交付金 13,500 13,000 500 3.8

地方交付税 6,280,000 6,160,000 120,000 1.9

交通安全対策特別交付金 2,000 2,000 0 0.0

分担金及び負担金 95,416 105,358 △ 9,942 △ 9.4

使用料及び手数料 206,023 208,322 △ 2,299 △ 1.1

国庫支出金 2,709,075 2,367,601 341,474 14.4

県支出金 1,243,064 1,401,440 △ 158,376 △ 11.3

財産収入 35,821 15,630 20,191 129.2

寄付金 613,351 403,500 209,851 52.0

繰入金 1,471,443 1,380,497 90,946 6.6

繰越金 10,000 10,000 0 0.0

諸収入 754,266 543,138 211,128 38.9

市　債 1,716,900 2,365,500 △ 648,600 △ 27.4

合　計 18,751,000 18,474,000 277,000 1.5

　市税については、市民税の34,632千円の増、固定資産税の61,337千円の増等により、総額で
103,227千円の増額となっています。
　国庫支出金は、社会資本整備総合交付金 125,280千円増、児童手当交付金 96,279千円増等に
より、総額で341,474千円の増額となっています。
　県支出金は、強い農業づくり総合支援交付金の280,186千円減、公立学校情報機器整備事業費
補助金 58,593千円増等により、総額で158,376千円の減額となっています。
　繰入金は、減債基金繰入金 200,000千円増、財政調整基金繰入金 82,203千円増等により、昨
年度より90,946千円増となり、基金を多く取り崩して予算編成をしています。
　市債については、ライスセンター再編整備事業 467,000千円減、エコクリーンセンター整備
事業 346,100千円減等により、総額で648,600千円の減額となっています。

費　目

地方揮発油譲与税 1,100千円減

市民税（個人） 17,614千円増、市民税（法人） 17,018千円増、固定資産税 61,337千円増

減債基金運用収入 6,490千円増、立木売払収入 3,953千円増、地域振興基金運用収入 3,168千円増

公社造林受託事業収入 4,291千円減、島根県土木部建築住宅課納付金 4,678千円減

地域医療支援対策事業 89,300千円減、大規模改修事業 90,200千円減

参議院議員選挙執行経費 24,313千円増、子ども等医療費助成事業補助金（医療費） 14,873千円増

エコクリーンセンター整備事業 346,100千円減、ライスセンター再編整備事業 467,000千円減

学校建設事業 120,500千円増、通学路整備事業 116,700千円増、地場産業振興センター改修事業 84,300千円増

減債基金繰入金 200,000千円増、財政調整基金繰入金 82,203千円増

地域振興基金繰入金 43,016千円減、公共施設等整備管理基金繰入金 151,065千円減

デジタル基盤改革支援補助金 193,707千円増、高齢者免許返納促進対策効果実証調査委託金 20,225千円増

公立学校情報機器整備事業費補助金 58,593千円増、森林環境保全整備事業補助金 33,000千円増

生活バス使用料 1,412千円増、住宅使用料 1,220千円減、一般廃棄物処理手数料 1,410千円減

社会資本整備総合交付金 125,280千円増、児童手当交付金 96,279千円増、道路局所管補助金 82,821千円増

私立保育所保育料 1,647千円減、農地耕作条件改善事業分担金 6,160千円減

団体営農地耕作条件改善事業交付金 24,600千円減、強い農業づくり総合支援交付金 280,186千円減

新しい地方経済・生活環境創生交付金 14,982千円減、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 70,052千円減
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②歳出について

（単位　千円or％）

令和７年度 令和６年度

当初予算額 当初予算額 増減額 伸率

議会費 137,585 139,792 △ 2,207 △ 1.6

総務費 3,199,425 2,712,890 486,535 17.9

民生費 5,776,903 5,703,230 73,673 1.3

衛生費 1,694,219 2,112,323 △ 418,104 △ 19.8

労働費 49,294 36,736 12,558 34.2

農林水産業費 713,489 1,422,178 △ 708,689 △ 49.8

林業専用道開設事業 27,930千円増、物価高騰対策費 12,239千円増

都野津畑地潅漑水路撤去事業 23,753千円減、農地耕作条件改善事業 34,966千円減

ライスセンター再編整備事業 758,033千円減

商工費 366,534 199,972 166,562 83.3

地場産業振興センター運営事業 85,377千円増、物価高騰対策費 58,000千円増

土木費 2,323,718 1,753,958 569,760 32.5

通学路整備事業 280,500千円増、公園施設長寿命化事業 118,490千円増

道路橋梁総務費 81,099千円増、落石対策事業 59,800千円増

都市下水路管理費 19,482千円減、東高浜地区密集市街地整備事業 19,985千円減

消防費 726,229 677,361 48,868 7.2

教育費 1,735,820 1,702,352 33,468 2.0

仮称西部統合小学校建設事業 57,809千円増、学校給食費 18,597千円増

小学校教育振興費 26,377千円減、小学校教育施設整備事業 95,638千円減

災害復旧費 300 300 0 0.0

公債費 2,017,484 2,002,908 14,576 0.7

予備費 10,000 10,000 0 0.0

合　計 18,751,000 18,474,000 277,000 1.5

長期債利子 16,640千円増、長期債元金 2,064千円減

広域消防事業 36,323千円増、消防施設整備事業 12,471千円増

地域医療支援対策事業 97,500千円減、浜田地区広域行政組合負担金 374,838千円減

平成16年度に旧江津市と旧桜江町が合併して以来、現在までで人口は約７千人減少していま
す。この人口減少に歯止めをかけ、定住促進を図るため、限られた財源を最大限活用し、費用
対効果を重視した施策を行っていく必要があります。令和７年度当初予算においては、最重要
課題である「定住促進」の推進に加えて、デジタルトランスフォーメーション(ＤＸ)の推進に
引き続き重点をおき、予算に盛り込んでいます。

自治体情報システム標準化・共通化事業 145,519千円増

児童支援事業 19,980千円増、定額減税調整給付金給付事業 60,187千円減

低所得者世帯支援給付金給付事業 82,417千円減、保育所費 84,706千円減

予防接種事業 55,067千円増、不燃物処理場費 21,411千円減

元気!勇気!感動!ごうつふるさと基金積立金 108,256千円増、ふるさとづくり寄付金事業 95,075千円増

地域コミュニティ活性化事業 91,332千円増、ＤＸ推進事業 51,444千円増

小さな拠点づくり推進事業 18,336千円減、賦課徴収費 240,609千円減

高齢者福祉施設等整備事業 85,400千円増、児童手当扶助費 76,660千円増

国民健康保険事業特別会計繰出金 44,827千円増、浜田地区広域行政組合負担金 28,917千円増

費　目
比較増減

小学校管理費 13,774千円増、中学校教育振興費 10,913千円増、中学校教育施設整備事業 23,602千円減
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２．予算規模

単位：千円

（％）

18,751,000 18,474,000 277,000 1.5

国民健康保険事業 3,009,141 3,172,377 △ 163,236 △ 5.1

国民健康保険診療所事業 1,547 1,531 16 1.0

後期高齢者医療事業 866,523 870,217 △ 3,694 △ 0.4

小　　計 3,877,211 4,044,125 △ 166,914 △ 4.1

22,628,211 22,518,125 110,086 0.5

一　般　会　計

特
別
会
計

合　　計

　令和７年度の当初予算の規模は、第10表のとおりです。

　令和６年度の一般会計予算総額は、18,474,000千円でしたが、令和７年度は18,751,000千円

で、前年度当初予算との比較では277,000千円 1.5％の増額となっています。

　また、特別会計を含めた予算総額は、22,628,211千円で、対前年比110,086千円 0.5％の増額

となりました。

第 １０ 表 令和７年度予算総括表

会　計　別
令和７年度
当初予算額

令和６年度
当初予算額

比較増減
増減率

14



３．一般会計の歳出予算

(１) 性質別予算の状況

　歳出予算が、どのような性質の経費であるかによって分類したものを性質別分類といい

・義務的経費：人件費や扶助費等

・投資的経費：普通建設事業費等

・その他の経費：物件費や維持補修費等

の３つに大別できます。この分類によって、どのような経済的機能を果たす経費が、どの

程度支出されるかを知ることができます。令和７年度の状況は、第11表のとおりです。

●義務的経費

その支出が法令上または性質上義務づけられているものをいい、収入が減ったからとい

って容易に縮小することができない性格のもの、すなわち人件費、公債費及び扶助費を合

わせたものをいいます。この経費の割合が低いほど財政の弾力性があり、高くなると財政

の硬直度が高まるとされています。

　人件費は前年度当初予算と比較すると8.4％（203,076千円）の増、公債費は0.7％

（14,576千円）の増となる一方、扶助費は1.4％（47,378千円）の減となりました。

●投資的経費

道路、河川、公園、の建設等のように、その経済効果が後年度まで継続し、社会資本の

整備に要する経費であり、普通建設事業費、災害復旧事業費を合わせたものです。

　普通建設事業費は、前年度当初予算と比較すると10.7％（257,552千円）の減となって

います。

●その他の経費

物件費、維持補修費、補助費など合わせた経費であり、主なものは地域医療支援対策事

業、水道事業・下水道事業への補助金等です。その他の経費の総額は、前年度当初予算と

比較すると4.4％（364,278千円）の増となっています。
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第 １１ 表

令和７年度 令和６年度

当初予算額 当初予算額 増減額 伸率

人 件 費 2,623,398 14.0 2,420,322 13.1 203,076 8.4

扶 助 費 3,318,212 17.7 3,365,590 18.2 △ 47,378 △ 1.4

公 債 費 2,017,484 10.8 2,002,908 10.8 14,576 0.7

小　　　計 7,959,094 42.4 7,788,820 42.2 170,274 2.2

普 通 建 設 事 業 費 2,154,348 11.5 2,411,900 13.1 △ 257,552 △ 10.7

災 害 復 旧 事 業 費 300 0.0 300 0.0 0 0.0

小　　　計 2,154,648 11.5 2,412,200 13.1 △ 257,552 △ 10.7

物 件 費 3,388,537 18.1 3,094,164 16.7 294,373 9.5

維 持 補 修 費 389,669 2.1 280,834 1.5 108,835 38.8

補 助 費 等 3,024,561 16.1 3,244,541 17.6 △ 219,980 △ 6.8

積 立 金 323,297 1.7 199,297 1.1 124,000 62.2

出 資 金 42 0.0 41 0.0 1 2.4

貸 付 金 59,350 0.3 59,241 0.3 109 0.2

繰 出 金 1,441,802 7.7 1,384,862 7.5 56,940 4.1

予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

小　　　計 8,637,258 46.1 8,272,980 44.8 364,278 4.4

18,751,000 100.0 18,474,000 100.0 277,000 1.5

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入としているため、合計とは合致しない場合があります。

（単位　千円or％）

区　　　　分 構成比 構成比

比較増減

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

合　　　　計

性質別歳出予算の状況
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（２） 目的別予算の状況

第 １２ 表

令和７年度 令和６年度

当初予算額 当初予算額 増減額 伸率

議 会 費 137,585 0.7 139,792 0.8 △ 2,207 △ 1.6

総 務 費 3,199,425 17.1 2,712,890 14.7 486,535 17.9

民 生 費 5,776,903 30.8 5,703,230 30.9 73,673 1.3

衛 生 費 1,694,219 9.0 2,112,323 11.4 △ 418,104 △ 19.8

労 働 費 49,294 0.3 36,736 0.2 12,558 34.2

農 林 水 産 業 費 713,489 3.8 1,422,178 7.7 △ 708,689 △ 49.8

商 工 費 366,534 2.0 199,972 1.1 166,562 83.3

土 木 費 2,323,718 12.4 1,753,958 9.5 569,760 32.5

消 防 費 726,229 3.9 677,361 3.7 48,868 7.2

教 育 費 1,735,820 9.3 1,702,352 9.2 33,468 2.0

災 害 復 旧 費 300 0.0 300 0.0 0 0.0

公 債 費 2,017,484 10.8 2,002,908 10.8 14,576 0.7

予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

歳 出 合 計 18,751,000 100.0 18,474,000 100.0 277,000 1.5

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入としているため、合計とは合致しない場合があります。

　歳出予算が、どのような行政目的に使われるかを分類したものが目的別予算であり、この分

類によって行政分野ごとの施策の水準や規模を知ることができます。

　令和７年度の目的別予算の状況は、第12表のとおりです。民生費が5,776,903 千円（30.8％）

で最も多く、次いで総務費 3,199,425 千円（17.1％）、土木費　2,323,718 円（12.4％）、公債費

2,017,484 千円（10.8％）の順になっています。伸び率では、商工費が83.3%の増、労働費が

34.2％の増となりました。

目的別歳出予算の状況
（単位　千円or％）

款　　　別 構成比 構成比
比較増減
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４．一般会計の歳入予算

(１）項目別予算の状況

第 １３ 表

令和７年度 令和６年度

当初予算額 当初予算額 増減額 伸率

市 税 2,824,141 15.1 2,720,914 14.7 103,227 3.8

地 方 譲 与 税 170,000 0.9 171,100 0.9 △ 1,100 △ 0.6

利 子 割 交 付 金 2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0

配 当 割 交 付 金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

法 人 事 業 税 交 付 金 45,000 0.2 45,000 0.2 0 0.0

地 方 消 費 税 交 付 金 530,000 2.8 530,000 2.9 0 0.0

環 境 性 能 割 交 付 金 9,000 0.0 9,000 0.0 0 0.0

地 方 特 例 交 付 金 13,500 0.1 13,000 0.1 500 3.8

地 方 交 付 税 6,280,000 33.5 6,160,000 33.3 120,000 1.9

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 95,416 0.5 105,358 0.6 △ 9,942 △ 9.4

使 用 料 及 び 手 数 料 206,023 1.1 208,322 1.1 △ 2,299 △ 1.1

国 庫 支 出 金 2,709,075 14.4 2,367,601 12.8 341,474 14.4

県 支 出 金 1,243,064 6.6 1,401,440 7.6 △ 158,376 △ 11.3

財 産 収 入 35,821 0.2 15,630 0.1 20,191 129.2

寄 付 金 613,351 3.3 403,500 2.2 209,851 52.0

繰 入 金 1,471,443 7.8 1,380,497 7.5 90,946 6.6

繰 越 金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

諸 収 入 754,266 4.0 543,138 2.9 211,128 38.9

市 債 1,716,900 9.2 2,365,500 12.8 △ 648,600 △ 27.4

合　 　計 18,751,000 100.0 18,474,000 100.0 277,000 1.5

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入としているため、合計とは合致しない場合があります。

　歳入の予算を款別に見ると第13表のとおりで、地方交付税 6,280,000 千円（33.5％）が最も多

く、次いで市税 2,824,141 千円（15.1％）、国庫支出金 2,709,075 千円（14.4％）の順になってい

ます。

　市税などの自主財源比率は、歳入の32.1％（6,010,461千円）と依然として低位に推移していま

す。人口減少に歯止めがかからない中、市税の増を見込むことは厳しく、地方交付税や市債な

どの依存財源に頼らざるを得ない状態が続いています。

歳入予算の状況
（単位　千円or％）

款　 　別 構成比 構成比
比較増減
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(２）市　税

第 １４ 表

令和７年度 令和６年度

当初予算額 当初予算額 増減額 伸率

市 民 税 1,055,134 37.4 1,020,502 37.5 34,632 3.4

固 定 資 産 税 1,528,774 54.1 1,461,045 53.7 67,729 4.6

軽 自 動 車 税 90,854 3.2 89,905 3.3 949 1.1

市 た ば こ 税 145,684 5.2 146,503 5.4 △ 819 △ 0.6

入 湯 税 3,695 0.1 2,959 0.1 736 24.9

合　 　計 2,824,141 100.0 2,720,914 100.0 103,227 3.8

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入としているため、合計とは合致しない場合があります。

５．債務負担行為

第 １５ 表  債務負担行為　（　新規分　）

事　　 　項 期　　 　間

江 津 市 土 地 開 発 公 社
資 金 債 務 保 証

　　歳入予算のうち市税は、2,824,141千円で歳入全体の 15.1％にあたります。前年度当初予

算に比べて 103,227 千円（3.8％）の増となっています。

これを税目別に見ると第15表のとおりで、固定資産税が 1,528,774 千円で 54.1％を占め、次

いで市民税 1,055,134 千円（37.4％）、市たばこ税などの順になっています。

税目別の状況
（単位　千円or％）

税　 　目 構成比 構成比

比　較　増　減

　債務負担行為は、市が将来財政負担をすることになるものについて、各事項ごとに期間と限

度額を定めるもので、その内容に将来の財政負担がすでに決まっているものと損失が生じた

場合に定めた限度額の範囲内で補償するものとがあります。

　今年度予算で新たに定めた債務負担行為は、第15表のとおりです。

(単位：千円）

限度額

令和７年度以降返済年度まで

江津市土地開発公社が金融機関
から借受ける資金300,000千円以
内について償還期限到来後、金
融機関が弁済を受けなかった元
利合計額（遅延利息を含む。）に
相当する額。
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６．特別会計

第 １６ 表
（単位　千円）

国県支出金 市債 その他

国 民 健 康 保 険 事 業 3,009,141 2,266,540 807 741,794

国 民 健 康 保 険 診 療 所 事 業 1,547 381 1,166

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 866,523 833,434 33,089

合　　　　　計 3,877,211 2,266,540 0 834,622 776,049

　 地方自治法第209条第2項により設置している特別会計は、特定の事業を行うために特定の

歳入をもって特定の歳出に充てるもので、国民健康保険事業特別会計など３会計があり、総額

3,877,211千円　を計上しています。

 特別会計の会計別内容は、第16表のとおりです。

特別会計の会計別予算額

会　　　計　　　名 予算額
特　　定　　財　　源

一般財源
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